
 

効果的捕獲促進事業（霧島山地地域）委託業務仕様書 

 
 
１ 業務名 
   令和６年度効果的捕獲促進事業（霧島山地地域）委託業務 
 
２ 目的 
   ニホンジカによる生態系被害や農林被害の軽減を図るためには、増えすぎたニホン 
  ジカの個体数を捕獲により適正数にしていく必要がある。また、イノシシについては、 
  未だ深刻な農林作物被害が続いていることや、野生イノシシによる豚熱の感染が拡大 

  していることから、対策を行う必要がある。 
このため、本県では「第二種特定鳥獣（ニホンジカ）管理計画」及び「第二種特定

鳥獣（イノシシ）管理計画」を策定し、令和８年度までに農林作物への被害を、ニホ
ンジカについては１億２千万円以下にすること、イノシシについては９千万円以下に
することを管理目標としている。この目標を達成するため、狩猟や有害鳥獣捕獲に加
え、当事業において集中的に捕獲を実施する。 

 
３ 業務期間  
   契約締結の日から令和７年３月 14 日まで。ただし、捕獲の実施は契約締結の日から 
   令和７年２月 28 日までとする。 
 
４ 捕獲を実施する地域 

      霧島鳥獣保護区（都城市、小林市、えびの市、高原町） 
   ※ただし特別保護地区は除く 
   平成の森鳥獣保護区（小林市、高原町） 
   ひなもり台特定猟具使用禁止区域（銃）（高原町） 
 
５ 捕獲数の目標 

   ニホンジカ 115 頭 
   イノシシ   32 頭 
 
６ 業務内容 
     わな猟により捕獲を行う。ただし、銃器による止めさしは可能とする。 
 (1) 事前調査 
      業務を安全で効率よく実施するため事前調査を行う。 
  ① 現地調査  
   ｱ) 目撃情報及び痕跡の調査 
   ｲ) 地形、植生、人家及び施設の配置並びに人の出入り状況、道路網の確認等 
    ② 聞き取り調査 
   ｱ) 土地所有者や周辺の住民が把握している生息状況や安全管理に必要な情報 
   ｲ) これまで実施地域で捕獲を行ってきた狩猟者等への捕獲等の実態等 
   ｳ) 市町村、地域住民、地元狩猟者等の関係者への安全管理に必要な情報の聞取り 
 
 



  (2) 業務計画書の作成   
   事前調査の結果等を検討し、具体的な業務計画を策定する。業務計画書の構成は次 

のとおりとする。 
 



(3) 捕獲の実施 
① 捕獲の方法 

   ｱ) わな猟によるものとする。ただし、銃器による止めさしは可能とする。 
     なお、銃器に使用する銃弾は非鉛弾を使用することが望ましい。 
   ｲ) 霧島鳥獣保護区、平成の森鳥獣保護区、ひなもり台特定猟具使用禁止区域は、 
    国立公園でもあり登山者等の観光客が多数来訪することから、実施においては 
     対象地域の立ち入り者に十分配慮すること。 

鳥獣保護区等 猟法の制限 その他留意事項 

 霧島鳥獣保護区 

 

  

 

特別保護地区では実施しないこ
と。観光客等に十分配慮すること。 

 平成の森鳥獣保護 
区 

 銃器による止めさしの 
 禁止 

観光客等に十分配慮すること。 

 

 ひなもり台特定猟 
具使用禁止区域 

 銃器による止めさしの 
 禁止 

観光客等に十分配慮すること。 

 

ｳ) その他、捕獲場所の状況等に応じて、新たな捕獲又は効率的な捕獲手法の導入
が考えられる場合は、実施を検討すること。 

    ② 関係者との事前調整・周知 

     ｱ) 捕獲実施に係る土地所有者、市町村、地域住民、地元狩猟者等の関係者との事 
   前調整を行う。 

     ｲ) 立て看板、チラシ等により、捕獲の周知を行う。 
   ｳ) 捕獲個体を食肉加工処理等を行う施設（以下「処理施設」という。）へ搬入す 

   る場合は、捕獲区域に近接する処理施設に対して事前に、受入れの可否、受入れ 
   可能量、受入れ時期等を協議し、記録簿等に記録する。 

  ③ 捕獲データの取りまとめ 
    捕獲実施に係る捕獲データ（捕獲数、捕獲場所、性別、サイズ、捕獲作業量等） 

 の取りまとめを行う。取りまとめ様式は別に定める。 
  ④ 捕獲個体の管理 
    捕獲した個体は、捕獲個体腹部に白スプレーで個体番号を記（マーキング）し、

捕獲情報（整理番号、捕獲場所、捕獲者名、捕獲日、性別）を記載したホワイトボ
ード等と共に、捕獲者が一緒に写るように写真を撮影する。さらに、個体番号の上
に横線等を見え消しマーキングした状態の写真も撮影する。 

    撮影に当たっては、捕獲現場で撮影するものとし、撮影者から見て足を下向きに、
頭部を右向きにして撮影すること。 

    その後、体長等を計測し、記録した後、しっぽを切断する。切断したしっぽは後 
  日県の確認を受けるものとする。 

  ⑤ 捕獲個体の処理 
   ｱ) 埋設処理を行う場合 
     ④の後は、土地の所有者の許可を受けて、捕獲場所において風雨等により容易

に捕獲物等が露出しない程度まで埋設するか、搬出して適切に処理するものとす
る。 

     特に、捕獲物等の埋設により生活環境の保全上支障が生じ、又は生ずる恐れが
あると認められる場合は、廃棄物処理法第 19 条の４に規定する措置命令の対象
となるため、注意すること。 

   ｲ) 利活用する場合 
     ④の個体を利活用を目的として処理施設へ持ち込む場合は、公的機関への利用

や公平な利活用（捕獲個体の搬入が特定の箇所とならない等）となるよう、関係
機関等と事前に協議すること。 

     なお、捕獲個体を、食料品製造業、医薬品製造業及び香料製造業等において、
原料として使用した場合に発生する残渣は、産業廃棄物となるため、産業廃棄物



処理業者へ委託し、適切に処理すること。 
 
 (4) 安全管理 
  ① 連絡体制（緊急時を含む）の整備 
    関係行政機関、病院等を含む連絡網を整備する。 
  ② 安全・捕獲技術研修 
   ｱ) 業務従事者全員に月に４時間以上、安全及び捕獲技術に関する事項について研 

  修を行うものとする。 
      ｲ)  作業当日においては、業務従事者に作業開始前及び作業終了後ミーティングを 

  行うものとする。 
 
 (5) 錯誤捕獲の場合の対応 
   錯誤捕獲があった場合は放獣すること。ただし、錯誤捕獲された個体がイノシシ又

はアライグマ等の特定外来生物の場合は殺処分するものとする。 
   なお、錯誤捕獲が十分想定される場合は、あらかじめ県と協議し、所用の手続をと

るものとする。 
 
 (6) 実包の適切な管理 
  ① 捕獲従事者に対し適切な実包管理について指導を徹底するものとする。 

  ② 受注者は、捕獲従事者の実包管理の状況について、都道府県公安委員会が発行す
る譲受許可証又は猟友会が発行する無許可譲受票の記載内容と実際の実包を確認
するなど、常に捕獲従事者ごとに数量等を把握しておかなければならない。 

  ③ 受注者は、捕獲従事者ごとの実包の譲受予定数量について、鉛製銃弾・非鉛製銃
弾別に、捕獲等業務計画書に記載しなければならない。 

  ④ 受注者は、捕獲従事者ごとの実包の使用状況等（譲受数量、使用実績数量、残数

量、残弾の取扱い（狩猟又は許可捕獲業務に転用、廃棄など））について、鉛製銃
弾・非鉛製銃弾別に、業務報告書に記載しなければならない。 

  ⑤ 受注者は、捕獲従事者が指定管理鳥獣捕獲等事業に使用するため無許可譲受によ
り譲り受けた実包を転用する場合は、あらかじめ県の確認を受けなければならな
い。 

  ⑥ 受注者は、捕獲に関する業務が完了又は契約が終了した場合には、速やかに無許

可譲受票を返納する措置を講じなければならない。 
 
 (7) 後片付け 
      業務区域及びその周辺の保全、後片付けについて適切に実施するものとする。 
 
７ 成果品等の提出 

  成果品及び業務の成果に関する報告書として、次の資料（電子データを含む。）を１
部提出するものとする。 

 (1) 捕獲個体写真（マーキングの見え消し前・後）及び作業工程毎の状況写真 
  (2) 事前調査結果、捕獲データ、安全管理に関する実施報告を取りまとめた報告書 
 
８ 留意事項 

  (1) 一般的事項 
① 受注者は捕獲場所ごとに現場責任者を定め、県に通知しなければならない。   
② 現場責任者は、捕獲に係る業務全般の管理を行わなければならない。 

 
  (2) 管理用記録書類の整備 
    受注者は、管理記録書類として次の書類を作成し提出するものとする。 
  ① 履行報告書（１か月ごとに実績をまとめたもの。月末に県に提出する。） 
  ②  業務打合せ簿（協議内容をまとめたもの） 
  ③ 作業日誌（毎日の作業内容を記載したもの） 
  ④ 実施工程表（計画工程表に実施工程を加筆したもの） 



  ⑤ 管理写真（作業工程ごと、使用する資機材、安全対策等の写真） 
  ⑥ その他県が必要と認める書類 
 
  (3) 他の事業との関連 
   捕獲及び処分については、他事業との重複はできない。当業務で捕獲したニホンジ

カ等を用いて市町村等が交付する捕獲報奨金を受領してはならない。 
 
  (4) 捕獲の実施 
  ① 捕獲は令和７年２月 28 日までに完了するものとし、期日前に目標頭数に達した場

合にあっても、捕獲の箇所ごとに事業計画書に記載した捕獲従事者の延べ出役日数
を確保すること。 

    なお、期日までに目標頭数に達しないと見込まれる場合は、県と協議の上、捕獲
期間を延長することができる。 

    ②  事前に、土地所有者、地域住民、地元狩猟者等に対し十分に実施方法等について
説明を行い、紛争等を生じさせてはならない。 

③ 入込が多い場所での捕獲は避けるなど、捕獲場所の選定には十分配慮すること。 
    ④ 無線機を使用する場合は、業務用無線機器を使用すること。 

⑤ わなを設置する場合は、わな本体に標識を設置するとともに、設置箇所周辺の樹
木等に注意標識を設置する。わな本体に設置する標識は金属製又はプラスチック製

とし、１字の大きさを縦１㎝以上、横１㎝以上で、次の事項を記載すること。 
○わなの通し番号 
○事業名（令和６年度効果的捕獲促進事業（霧島山地地域）） 
○事業管理責任者の住所・氏名 
○事業管理責任者の連絡先 
○受注者名 

⑥ わなを設置している期間は、原則１日１回以上見回りを行うものとする。 
⑦ わなの設置数は１日１回以上見回りができる個数とし、捕獲従事者１人当たり 30

個を上限とする。 
⑧ ニホンジカ等を捕獲したわなのワイヤーは、その都度新しいものに取り替えるこ

と。 
⑨ 猟犬は使用しないこと。 

⑩ 社寺境内及び墓地では捕獲を行わないこと。 
⑪ 捕獲に関する業務が完了した場合には、効力が失われた日から 30 日以内に、従事

者証を返納する措置を講じなければならない。 
⑫ 契約書第 11 条に基づき契約が解除された場合（以下「契約が終了」という。）に

は、契約が終了した後速やかに従事者証を返納する措置を講じなければならない。 
 

 (5) 安全確保の体制 
  ①  捕獲実施期間及び予備日、わなの設置箇所を示した図面について、事前に関係機

関、関係団体等に通知し周知すること。 
    ② 捕獲実施区域の林道、登山道等の入口手前等一般者及び一般車両への周知が必要

な箇所に立入制限看板等を設置するとともに、必要に応じて監視員を配置し捕獲実
施中の立入を制限すること。 

  ③ 捕獲従事者が明確に分かるように腕章等を着用すること。 
  ④ その他実施に当たり必要な安全対策を講じるものとする。 
 
 (6) 調査に関する協力 
   県及び県が指定する環境コンサルタントの調査に対し協力すること。 
 
 (7) 法令の遵守 
      鳥獣保護管理法、森林法、自然公園法及び関係法令（銃刀法、火薬類取締法等）を

遵守すること。 
 



９ 打合せ協議 
    当業務の打合せ協議は、必要に応じて県と協議の上、随時実施する。 
 
10 その他 
  この仕様書に定めのない事項については、必要に応じて県と協議の上、決定するもの

とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 


